
（様式Ⅱ-1）

都道府県名 千葉県 市町村名 船橋市 自治体コード 12204

（円）

国庫補助額
（Ｃ）

交付金充当
経費（Ｄ）

起債額
（Ｅ）

その他
（Ｆ）

4 GIGAスクール端末整備 387,468,180 387,468,180 0 387,468,180 0 0 0 R3.4.1 R4.3.31

5 GIGAスクール端末整備 55,540,320 55,540,320 0 55,540,320 0 0 0 R3.4.1 R4.3.31

8 公立学校情報機器整備費 84,920,000 84,920,000 0 84,920,000 0 0 0 R3.5.1 R4.3.31

10
学校保健特別対策事業費補助
金

95,440,270 95,440,270 47,720,000 47,720,270 0 0 0 R3.8.1 R4.3.31

13 病床確保（空床補償） 8,181,236,000 67,636,363 0 67,636,363 0 0 8,113,599,637 R3.4.1 R4.5.18

14
子育て支援対策臨時特例交付
金

290,777,965 290,777,965 145,388,000 145,389,965 0 0 0 R3.4.1 R4.5.24

17
テレワーク用モバイルルーター
通信料

16,067,359 16,067,359 0 16,067,359 0 0 0 R3.4.1 R4.3.31

18
オンラインミーティング用モバイ
ルルーター通信料

5,576,747 5,576,747 0 5,576,747 0 0 0 R3.4.1 R4.3.31

19 行政窓口ネットワーク使用料 10,518,353 10,518,353 0 10,518,353 0 0 0 R3.4.1 R4.3.31

20
保健所コロナ業務に係る時間外
手当等

236,094,078 236,094,078 0 236,094,078 0 0 0 R3.4.1 R4.3.31

27
中小企業融資信用保証料補給
金

33,796,009 33,796,009 0 33,796,009 0 0 0 R3.4.1 R4.3.23

28 中小企業融資利子補給金 126,782,793 126,782,793 0 126,782,793 0 0 0 R3.4.1 R4.3.23

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実績報告

交付決定額 既交付額 精算払請求額 不用額

3,160,888,000 3,160,888,000 0 0

事業完了
年月日

備考
総事業費

（Ａ）

補助対象事業費
（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ）＋（Ｅ）＋（Ｆ） 補助対象

外経費
（Ａ）－（Ｂ）

Ｎｏ 事業名
事業開始
年月日



29
中小企業経営対策費
（船橋市中小法人等月次支援
金）

227,650,000 227,650,000 0 227,650,000 0 0 0 R3.7.13 R4.3.23

通常分
198,949,261円
事業者支援分
28,700,739円

30
オンラインミーティング端末増設
及びＷｅｂ会議用会議室整備費

7,480,000 7,480,000 0 7,480,000 0 0 0 R3.11.30 R4.3.31

31 テレワーク用端末整備費（増設） 34,045,000 34,045,000 0 34,045,000 0 0 0 R4.2.22 R4.3.31

33
キャッシュレス決済ポイント還元
事業

1,601,906,010 1,601,906,010 0 1,601,906,010 0 0 0 R3.8.31 R4.3.25

34 修学旅行キャンセル補助 26,535,782 23,146,553 0 23,146,553 0 0 3,389,229 R3.10.1 R4.3.31

46

地域公共交通新型コロナウイル
ス感染症対策事業支援金（路線
バス分）及び交通不便地域解消
事業運行維持奨励金

17,400,000 17,400,000 0 17,400,000 0 0 0 R3.12.28 R4.3.22

47
地域公共交通新型コロナウイル
ス感染症対策事業支援金（タク
シー分）

31,750,000 31,750,000 0 31,750,000 0 0 0 R3.12.28 R4.5.10

11,470,984,866 3,353,996,000 193,108,000 3,160,888,000 0 0 8,116,988,866

　　　３．「Ｎｏ」の欄、「事業名」の欄は、それぞれ新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画から「Ｎｏ」の欄、「交付対象事業の名称」の欄を転記すること。

　　　４．「交付金充当経費」の合計欄の額は、「既交付額」の欄と「精算払請求額」の欄の合計と等しくなるようにすること。

合計

注） １．新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画に計上している事業のうち、交付金充当事業について記載すること。

　　　２．交付金充当事業については、事業の実施を証する書類（契約書の写し等）及び事業の完了を証する書類（請求書、領収書の写し等）を各団体において保管すること。


